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済制度

従業員の確かな安心のために備えよう。

退職金は国の制度を
上手に活用 !

国が掛金の一部を助成

納付状況、試算額もお知らせ
過去動務も転職も通算可能

しっかり受けよう、 便利な提携施設の

税法上の特典    割引サービス
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退職金は重要です !

|り度化で
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: :言 :■ :       F言 は 昭和34年 に国の中小企業対策の一環として制定さllRた「中小企業
退職金共済法Jこ 基づき設けられた制度です。
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運営しています.

0事 業主が中退共本部と退職金共済契約を結びます。後日、従業員ことの共済手帳を送付します。

0毎 月の掛金は、事業主が指定した預金口座から振り替えます。掛金は全額事業主負担です。

事業主は、従業員が退職したときに「退職金共済手帳 (請求書)」 を従業員に渡します。

0従 業員の請求に基づいて中退共本部から退職金が直接支払われます。

国がつくつた従業員の退職金制度です。

… …

事業主と中退共本部が契約を結べば、
あとは退職者に直接支払い。

委託保険会社

従業員

本人の口座へ退聰金振込

退嗜者本人が中退共本部へ請求
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中退共制度つて?

制度のしくみを教えてください



つても国の 安全、安心です。

有利な国の掛金助成
初めて中退共制度に加入する事業主および掛金月額を増額する事業主に掛金の一部を国が助成します。

1新規カロ入助成
初めて中退共制度に力]入する事業主に掛金月額の1/2(従業員ごとに上限5000円)を加入後4か月日から1年

間、国が助成します。短時間労働者の特例掛金月諫2000円 3000円 4000円には掛金月額の1/2の額にそれ
ぞれ300円 400円 500円が上乗せされます。
(注)社会福祉施設職員等退職手当共済制度に加入している事業主、解散存続厚生年金基金または特定退職金共
済事業を廃上した団体から資産移換を希望する事業主は、助成の対象になりません.

2月額変更助成
18000円以下の掛金月額を増額する事業主に増額分の1/3を増額月から1年間、国が助成します。
は ,20,000円以上の掛金月額からの増口は、助威の対■になりません。

饉豊ゝ 同居の現族のみを雇用する事業主は「新規力0入助成」および「月額変更助威Jの対象になりません。

簡単な管理
掛金 よ□座振替ですので手間がかかりません。また 従業員ごとの納付状況や退職金試算額を事業主にお知らせ
しますので退職金の管理が簡単です。

掛金は非課税
掛金は 法人企業の場合は損金こして また 個人企業の場合は必要経費として 全額ブ1課税となります.

(注)資本金の麟または出資の総額が1億円を超える法人の法人事ABIには、外形標準課税が適用されます。

掛金月額の選択
従業員ごとに選択した掛金月額はl10入 後いつでも増額できます。また 掛金月額を減額する場合は一定の要件の
もとで変更可能です。

通算制度でまとまつた退職金
一定の要件を満たしていれば以下の通算ができます。

1過去の勤務期間

事業主が初めて中退共制度に力0入する際 すでに1年以上勤務している従業員について 加入Bjの勤務期間を通

算できます。

(注)JIH績企栞共済翻凛に加入していた期間は週
"で

きません。
eD解散存協澤生年金

=金
および特定退嗜金共済●■を魔上した団体から資産3損する掟彙員は■去動務■日の通

"は

できません。

2中退共制度にカロ入している企業間を転職した場合

前の企業での掛金納付月数を通算できます。

3中退共制度に力]入 している企業と特定退職金共済事業 に力0入 している企業間を転職した場合

それぞれの制度へ前の企業での退職金を通算できます。

※商工会議所 商工会などの団体が運営している特定還轟金共済は 共)事業を指します.

退職金は直接従業員ヘ
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ゎって退職金を受け取ることはできません。)        _______ _―
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○
〔おF・lい合わせ先〕

TEL(03)6731‐ 2866
TEL(03)6731‐ 2887
TEL(03)673' 2887
TEL(03)6731‐ 2935

制度のメリットは何ですか?



条件を満たしている中小企業であれば

どなたでも加入できます。

30もズ政11 3億円以下
|ヽ

加入できる企業は、業種によつて異なります。

常時雇用する従業員

常時雇用する従業員数または資本金の額 出資の総額のいずれかが上記の範囲内であれば加入できます。ただし 資本金または出資金のない

個人企業や 公益法人等の場合は 常時雇用する従業員数によります。lI入後 従業員の増加等により中小企業者でなくなつた場合 一定の要件を

備えていれば 確定給付企業年金制颯(DB)確定拠出年金制喧(企業型∞ または特定退職金共済●業に退職金IB当額を弓き継ぐことができます。

ご注意 (加 入できない方)

従業員は原則として全員力0入させてください

曇[:li[[蠍幣ii磐曹 奪     器
口居の観族のみを雇用する事彙所の従業員も加入できます。

事業主と生計を―にする同居の親族のみを雇用する事業所の従業員も加入できます。詳しくは P41Qカロ入の手続きを教えて
くださいJOを参照してください。

年齢、勤続年数に応 じて掛金を選べます。

掛金月額は、次の種類から従業員ことに選択てきます。 短時間労●者の方も加入することができます。
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加入の条件はどうなつているの?
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0「新規申込書Jこ記入 押印または署名をして、金融機関 委託事業主団体または委託保険会社に提出していただ
きます。力0入後、新たに従業員を採用した場合などは 「追力0申込書Jを使用してくださし、6亘回 用の申込書
を加入申込先(P3参照)の窓□に提出していたださます。)

0短時間労働者が力0入する場合は「労働条件通知書(雇入通知薔)」 または「労働契約書Jのいずれかの写しを添えてください。
0新規加入の際 常時雇用する従業員数が次の規模以上の場合は「中小企業者であることの証明Jぶ必要になります。

◎一般業種(製造業 建設業等)は250人  ◎卸売業 サービス業は90人 ◎小売業は40人
なお この証明を必要とする法人企業のうち 資本金の額または出資金の総額が中小企業者の範囲内であれば 現在事項一部
証明書(登記簿抄本)を添えることで中小企業者であることの証明に代えることができます。

④ 事業主と生計を―にする同居の親族が加入する場合、使用従属関係が確認できる書類として 「申込み従業員についての確
認書 (チ ェックシート)」 「労働条件通知書の写し (ない場合は労働条件確認書)」 「賃金の支払いがあることが確認できる
書類 (賃金台帳の写し等)」 ド込要です。詳しくは「同居の親族についてのちらしJをご請求ください。

O平成26年 4月以後に解散した存続厚生年金基金から中退共制度へ移行の申出ができることとなりました。これに伴しヽ 新
規加入申込時に平成26年4月 1日時点での存続厚生年金基金力]入の有無等を確認させていただきます。

O申込書提出時に 当該申込書の記載事項等を証明する書類の提出を求める場合があります。

0平成 28年 4月以後に特定退職金共済事業を廃上した団体か・D中退共制度へ資産移換ができます。

退職金は基本退職金と付加退職金の2本建てです。

基本退職金
,金月■と掛金納付月菫に応して法令

で定めらllて いる金■で ■菫全体とし

て予定菫用利日りを1%と して腱llし定

めら0た金薔です.

(注

'予

定運用利回りま岩令の改正により
変わることがあります

付加退職金
適用利回り″予定運用利回りを上回つ
た■6こ れを基本退●金に■薇みする
もので 適用収入の状況●に応して定め
られる金額です.具体的には 饉金

"付月数の43か月日とその饉 12か 月ご
との基本退嗜金相当額に 厚生労●大臣
が定めるその年度の支お率を彙じて|●

た額を 退嗜時まで累IIし た総llで す
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0掛 金の納付が1年末澪の場合は 退聰金は支給されません。 1年以上2年末満の場合は掛金相当頷を下回る額になります。2年から3年 6
か月では掛金IB当額となります。(こ れらは長期加入者の退職金を手厚くするためです。)3年 フか月から掛金相当額を上回る讚になります。

0退 職金の受綸権者は 従業員です。従業員の死亡による退職の場合は その■族が受給権者となります。

基本退職金額表(菫粋)

2年 (24月 ) 240000 336000    432000   528000   624000 720000

4年 (48月 )
240850 481 700 1445100

6年 (72月 ) 368550 2211 300

8年 (96月 )
499750 999500 2998500

632800  ' 265600 1 771 840  2278080 3796800

1 333300 2666600  3733240  4799889 6933160  7999800

12639300
2106550

17753700
2.958.950 5,917,900

10 10υ  00●‐‐0▽  ‐‐~~ ~~

(1月 ～11月 )

,0年 (120月 )

20年 (240月 )

30年 (360月 )

40年 (480月 ) 1 183580
591 790

4

加入の手続きを教えてください

退職金額はどう算出するの7



FAX 03-5955-8220
希望する資料番号に○を付けてください

よくわか。   あらまし

1 中退共制度く詳細版>

次の項目についてご記入ください
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担当部署 担当者名

|

常時雇用する |
従業員数  |

資本金の額または
出資の総額

人 パート従業員数

※ご記入いただきました個人情報は中退共本部の加入促進活勁に必要な●国内で利用させていただきます。

中退共本椰では■人情報を邁切な安全対策のもとに管理し 漏えいなどの防止に努めます。また お書檬の同意なく

“

三者に目示 燎供はいたしません。

独立行政法人勤労者退職金共済機構

小企業 1哉金 済事業本部
中退共名古屋コーナー
〒461‐0004 名古屋市東区羹3‐ 15‐ 31

(千種第3ビル2F)
TEL 052‐ 856-8151 FAX 052‐ 856‐ 8155

Lキ諄■51ilヽ :中退共本部 9:00～17:15、 コーナー9100～ 17100(どちらも土日祝日|よ除く)

卜J■ ド
`5L L綱

中退共本部 9:00～ 17:00、 コーナー 9:00～ 16:30(

中退共制度に関する情報はモバイルサイトでもこ覧いただけます。
QRコ ードを読み取つてアクセスしてください。

〒1708055 東京都豊島区東池袋1241
TEL 03-6907-1234  FAX 03-5955-8211

中退共大阪コーナー嚇請「戻藁懸謝 |(商工中金阿波座ビル7F)

I TEL06る ,36●
851 FAX 06‐ 6536● 82J

′′

魃
ホームページをご覧ください

動画での詳しい解説もどうそ

馴醤壺愕辱You皿

201703

まずは資料を
ご請求ください

電話番号

FAX番号

業 種 円

人

制度についてのご相談は中退共本部または下記コーナーヘ

ちゅう六くん どょう子ちゃん

11、中退共


